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主 な 記 事

組織再編成に係る行為計算否認で判決 ２面

所基通などを改正 ２面

各省庁が租特の自己点検結果を公表 ３面

民間専門家�人を審判官に採用 ４面

【当局として御意見いただきたい事項】

①

評価方法は評価理論の進捗や社会経済情勢の変

化に応じて変遷するため、企業価値評価の学術

的な研究、Ｍ＆Ａにおける評価方法等も参考と

して抜本的な見直しも視野に検討することにつ

いて

② 評価方法の一本化について検討することについて

③

同じ企業価値評価を扱う会社法における訴訟や

Ｍ＆Ａなどの実務でも用いられなくなってきた

ことも踏まえ、今後の類似業種比準方式の在り

方をどう考えるか

④

純資産価額方式を基本的な評価方法として維持

するのではなく、特定の評価会社の株式の評価

方法として存置することをどう考えるか

⑤

配当還元方式は「特別の例外的措置」であり、

還元率や計算方法だけではなく、その趣旨が貫

徹できるよう対象株主の範囲や派生する従業員

持株会の関係も整理することについて

⑥

一般の評価会社の評価見直しに応じ、特定の評

価会社の範囲と評価方法について検討が必要と

なるところ、少なくとも資産管理会社について

は、純資産価額方式で評価することについて

　

国

税

庁

は

３

日

、

４

回

目

と

な

る

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

（

座

長

＝

佐

藤

英

明

慶

応

大

学

大

学

院

教

授

）

を

開

催

し

た

。

こ

の

日

は

こ

れ

ま

で

の

議

論

の

内

容

を

同

庁

側

で

整

理

し

た

資

料

の

ほ

か

、

「

当

局

と

し

て

御

意

見

い

た

だ

き

た

い

事

項

」

や

対

処

が

必

要

と

な

る

具

体

的

な

ス

キ

ー

ム

事

例

が

示

さ

れ

、

こ

う

し

た

内

容

を

も

と

に

議

論

が

行

わ

れ

た

。

８

月

中

の

開

催

を

予

定

す

る

次

回

の

会

合

で

は

、

同

庁

が

議

論

の

「

た

た

き

台

」

を

提

示

す

る

こ

と

と

し

て

い

る

。

　

７

月

�

日

号

で

は

、

令

和

８

年

度

財

務

省

・

国

税

庁

の

定

期

人

事

異

動

を

掲

載

す

る

予

定

で

す

。

　

国

税

庁

が

税

務

署

で

の

内

部

事

務

の

効

率

化

・

高

度

化

を

図

る

と

と

も

に

、

納

税

者

利

便

の

向

上

や

外

部

事

務

（

調

査

・

徴

収

事

務

）

の

充

実

・

高

度

化

を

目

指

し

て

令

和

３

年

７

月

か

ら

進

め

て

き

た

複

数

の

税

務

署

の

内

部

事

務

を

専

担

部

署

に

集

約

す

る

「

内

部

事

務

の

セ

ン

タ

ー

化

」

が

完

了

し

た

。

７

月

�

日

に

全

国

に

５

２

４

あ

る

税

務

署

の

す

べ

て

が

セ

ン

タ

ー

化

の

対

象

署

と

な

っ

た

。

　

内

部

事

務

と

は

、

例

え

ば

、

申

告

書

の

入

力

処

理

、

申

告

内

容

に

つ

い

て

の

照

会

文

書

の

発

送

な

ど

の

事

務

を

指

す

。

　

同

庁

で

は

、

内

部

事

務

が

セ

ン

タ

ー

化

さ

れ

た

税

務

署

に

申

告

書

、

申

請

書

、

添

付

書

類

等

を

提

出

す

る

場

合

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

（

デ

ー

タ

）

に

よ

り

提

出

す

る

場

合

は

所

轄

税

務

署

へ

送

信

、

書

面

に

よ

り

提

出

す

る

場

合

は

業

務

セ

ン

タ

ー

へ

郵

送

す

る

こ

と

を

求

め

て

い

る

。

税

務

署

の

窓

口

・

時

間

外

収

受

箱

に

申

告

書

な

ど

を

提

出

す

る

こ

と

は

引

き

続

き

可

能

だ

が

、

そ

の

場

合

は

所

轄

税

務

署

に

提

出

し

、

こ

れ

ら

を

業

務

セ

ン

タ

ー

に

直

接

持

ち

込

む

こ

と

は

で

き

な

い

と

し

て

い

る

。

　

全

税

務

署

の

内

部

事

務

の

セ

ン

タ

ー

化

に

伴

い

、

同

庁

は

一

部

に

「

〇

〇

国

税

局

業

務

セ

ン

タ

ー

〇

〇

分

室

」

と

い

っ

た

も

の

も

あ

っ

た

各

業

務

セ

ン

タ

ー

の

名

称

を

「

〇

〇

国

税

局

〇

〇

業

務

セ

ン

タ

ー

（

例

え

ば

、

東

京

国

税

局

大

手

町

業

務

セ

ン

タ

ー

）

」

に

統

一

し

た

。

　

な

お

、

セ

ン

タ

ー

化

で

納

税

者

の

所

轄

税

務

署

が

変

更

に

な

る

わ

け

で

は

な

い

。

　

一

般

社

団

法

人

東

京

青

色

申

告

会

連

合

会

（

橋

本

良

子

会

長

）

は

租

税

教

育

の

一

環

で

都

内

に

在

住

・

在

学

の

高

校

生

、

大

学

生

お

よ

び

大

学

院

生

、

専

門

学

校

生

（

い

ず

れ

も

生

年

月

日

が

平

成

�

年

４

月

２

日

以

降

で

あ

る

こ

と

が

条

件

）

か

ら

税

を

テ

ー

マ

に

し

た

動

画

作

品

を

募

集

す

る

「

第

２

回

青

色

申

告

会

税

に

関

す

る

動

画

グ

ラ

ン

プ

リ

」

を

開

催

す

る

。

　

募

集

は

７

月

�

日

か

ら

９

月

�

日

ま

で

。

税

を

テ

ー

マ

に

し

た

動

画

作

品

で

あ

れ

ば

よ

く

、

表

現

方

法

（

実

写

、

ア

ニ

メ

、

３

Ｄ

な

ど

）

は

問

わ

な

い

が

、

生

成

Ａ

Ｉ

を

使

用

し

た

場

合

は

応

募

時

に

自

己

申

告

す

る

こ

と

な

ど

を

求

め

て

い

る

。

動

画

の

長

さ

や

作

品

容

量

な

ど

に

規

定

が

あ

る

。

　

グ

ラ

ン

プ

リ

に

は

、

表

彰

状

、

ト

ロ

フ

ィ

ー

の

ほ

か

、

高

校

生

部

門

は

Ａ

ｍ

ａ

ｚ

ｏ

ｎ

ギ

フ

ト

カ

ー

ド

５

万

円

分

、

大

学

・

専

門

学

校

生

部

門

は

賞

金

�

万

円

が

贈

ら

れ

る

。

　

詳

し

く

は

同

会

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

等

で

確

認

を

。

　

「

当

局

と

し

て

御

意

見

い

た

だ

き

た

い

事

項

」

は

表

の

と

お

り

。

　

こ

れ

ら

の

事

項

に

つ

い

て

は

特

に

着

地

点

が

見

え

て

い

る

わ

け

で

は

な

く

、

中

に

は

有

識

者

委

員

の

間

で

意

見

に

大

き

な

隔

た

り

が

あ

る

も

の

も

あ

る

。

各

委

員

の

意

見

を

踏

ま

え

つ

つ

、

次

回

の

会

合

で

同

庁

が

示

す

予

定

の

「

た

た

き

台

」

を

ベ

ー

ス

に

さ

ら

に

議

論

を

積

み

重

ね

、

今

秋

を

め

ど

に

一

定

の

方

向

性

を

出

す

こ

と

を

目

指

し

て

い

く

。

　

会

議

で

は

、

現

行

の

評

価

方

法

を

濫

用

等

し

た

具

体

的

な

ス

キ

ー

ム

８

事

例

も

示

さ

れ

た

。

各

事

例

は

①

子

会

社

の

会

社

規

模

操

作

に

よ

る

株

価

圧

縮

（

純

資

・

類

似

併

用

↓

類

似

）

、

②

配

当

還

元

方

式

を

利

用

で

き

る

株

主

の

作

出

、

③

会

社

規

模

操

作

に

よ

る

株

価

圧

縮

（

純

資

↓

類

似

）

、

④

子

会

社

（

類

似

）

か

ら

の

循

環

貸

付

に

よ

り

親

会

社

（

純

資

）

の

株

価

を

圧

縮

、

⑤

オ

ペ

レ

ー

テ

ィ

ン

グ

リ

ー

ス

を

活

用

し

た

株

価

の

圧

縮

、

⑥

株

主

構

成

の

操

作

に

よ

り

配

当

還

元

方

式

に

よ

り

評

価

、

⑦

第

三

者

を

介

在

さ

せ

て

評

価

額

を

圧

縮

す

る

ス

キ

ー

ム

、

⑧

法

人

が

貸

付

用

不

動

産

購

入

の

３

年

経

過

後

に

株

式

を

移

転

―

―

と

な

っ

て

お

り

、

事

例

の

内

容

と

ど

の

程

度

の

評

価

額

の

減

少

が

可

能

と

な

る

か

に

つ

い

て

図

入

り

で

説

明

さ

れ

て

い

る

。

第

１

回

会

合

で

も

評

価

額

圧

縮

ス

キ

ー

ム

が

３

事

例

取

り

上

げ

ら

れ

た

が

、

新

た

な

も

の

が

追

加

さ

れ

る

と

と

も

に

、

説

明

が

よ

り

詳

し

く

な

っ

て

い

る

。

　

同

庁

で

は

、

今

回

の

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

の

見

直

し

の

中

で

、

こ

う

し

た

ス

キ

ー

ム

に

つ

い

て

、

利

用

が

で

き

な

い

仕

組

み

と

し

て

い

き

た

い

考

え

だ

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ７ �
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国

税

庁

が

こ

の

ほ

ど

、

令

和

８

年

度

（

第

�

回

）

税

理

士

試

験

の

受

験

申

込

者

数

を

発

表

し

た

。

今

年

度

の

受

験

申

込

者

数

は

４

万

５

９

５

４

人

で

、

４

年

連

続

で

増

加

、

５

年

度

か

ら

４

万

人

台

を

記

録

し

続

け

て

い

る

★

昭

和

�

年

、

第

１

回

の

同

試

験

の

受

験

者

数

は

３

１

１

２

人

。

時

代

が

変

わ

っ

た

と

は

い

え

、

そ

こ

か

ら

す

れ

ば

、

現

在

の

受

験

者

数

、

受

験

申

込

者

数

は

相

当

な

も

の

だ

ろ

う

。

し

か

し

、

平

成

�

年

、

第

�

回

の

受

験

者

数

約

５

万

６

０

０

０

人

か

ら

す

れ

ば

、

現

在

の

数

値

は

か

な

り

低

い

も

の

に

も

み

え

る

★

直

近

の

受

験

申

込

者

数

の

増

加

は

、

会

計

学

科

目

に

つ

い

て

、

受

験

資

格

要

件

を

撤

廃

す

る

な

ど

、

同

試

験

制

度

が

見

直

さ

れ

た

こ

と

が

影

響

し

て

い

る

か

も

し

れ

な

い

。

試

験

の

複

数

回

実

施

、

新

た

な

科

目

の

追

加

な

ど

、

見

直

し

に

向

け

て

の

意

見

は

さ

ま

ざ

ま

だ

が

、

今

後

ど

の

よ

う

な

試

験

に

な

っ

て

い

く

の

だ

ろ

う

か

。

（

Ｙ

）

　

食

品

卸

大

手

の

Ｋ

社

（

納

税

者

）

は

合

併

し

た

１

０

０

％

子

会

社

の

Ａ

社

と

Ｂ

社

の

未

処

理

欠

損

金

額

を

自

社

の

欠

損

金

額

に

合

算

し

て

法

人

税

等

の

申

告

を

し

た

。

こ

れ

に

対

し

、

課

税

庁

が

法

人

税

法

１

３

２

条

の

２

《

組

織

再

編

成

に

係

る

行

為

又

は

計

算

の

否

認

》

を

適

用

し

、

こ

れ

を

否

認

す

る

更

正

処

分

等

を

し

た

と

こ

ろ

、

納

税

者

が

処

分

の

取

消

し

を

求

め

て

い

た

事

案

で

東

京

地

裁

（

衣

斐

瑞

穂

裁

判

長

）

は

６

月

�

日

、

納

税

者

の

主

張

を

認

め

、

各

否

認

を

違

法

と

す

る

判

決

を

下

し

た

。

な

お

、

課

税

庁

側

は

本

判

決

を

不

服

と

し

て

控

訴

し

て

い

る

（

詳

細

を

電

子

版

に

掲

載

し

て

お

り

ま

す

）

。

（

３

日

）

主

税

局

総

務

課

課

長

補

佐

兼

主

税

局

総

務

課

税

制

企

画

室

長

兼

主

税

局

税

制

第

一

課

法

令

企

画

室

長

（

主

税

局

税

制

第

一

課

課

長

補

佐

兼

主

税

局

税

制

第

一

課

法

令

企

画

室

長

）

染

谷

　

浩

史

外

務

省

出

向

＜

経

済

協

力

開

発

機

構

日

本

政

府

代

表

部

参

事

官

＞

（

主

税

局

総

務

課

課

長

補

佐

兼

主

税

局

総

務

課

税

制

企

画

室

長

）

粂

野

　

侑

大

（

６

日

）

大

臣

官

房

付

＜

兼

内

閣

官

房

内

閣

総

務

官

室

＞

（

主

税

局

総

務

課

主

税

企

画

官

兼

主

税

局

税

制

第

二

課

）

木

原

　

健

史

主

税

局

総

務

課

主

税

企

画

官

兼

主

税

局

税

制

第

二

課

（

外

務

省

在

ニ

ュ

ー

ヨ

ー

ク

日

本

国

総

領

事

館

領

事

兼

外

務

省

国

際

連

合

日

本

政

府

代

表

部

参

事

官

）

伊

藤

　

孝

一

　

Ｋ

社

は

酒

類

、

加

工

食

品

、

農

産

食

品

、

畜

産

食

品

な

ど

の

製

造

、

販

売

、

輸

出

入

等

を

目

的

と

す

る

法

人

で

、

複

数

の

子

会

社

と

企

業

グ

ル

ー

プ

を

形

成

し

て

い

た

。

Ａ

社

は

遅

く

と

も

平

成

�

年

�

月

�

日

以

降

、

Ｂ

社

は

�

年

１

月

の

設

立

時

か

ら

、

い

ず

れ

も

Ｋ

社

の

１

０

０

％

子

会

社

だ

っ

た

。

Ｋ

社

は

�

年

２

月

に

同

じ

く

１

０

０

％

子

会

社

で

あ

る

Ｃ

社

を

設

立

し

た

。

　

Ａ

社

は

�

年

３

月

、

唯

一

の

事

業

で

あ

る

低

温

事

業

（

冷

蔵

・

冷

凍

食

品

の

卸

売

事

業

）

を

Ｃ

社

に

承

継

さ

せ

る

吸

収

分

割

契

約

を

締

結

し

、

同

年

９

月

１

日

に

分

割

を

実

行

し

た

（

分

割

１

）

。

そ

の

後

、

同

年

�

月

１

日

に

Ｋ

社

へ

吸

収

合

併

さ

れ

、

解

散

し

た

。

合

併

は

適

格

合

併

で

あ

り

、

Ａ

社

は

同

年

�

月

末

時

点

で

約

�

億

３

０

０

０

万

円

の

未

処

理

欠

損

金

額

（

未

処

理

欠

損

金

額

１

）

を

有

し

て

い

た

。

　

Ｂ

社

も

�

年

９

月

、

唯

一

の

事

業

で

あ

る

低

温

事

業

を

Ｃ

社

に

承

継

さ

せ

る

吸

収

分

割

契

約

を

締

結

し

、

同

年

�

月

１

日

に

分

割

を

実

行

し

た

（

分

割

２

と

い

い

、

同

１

・

同

２

を

あ

わ

せ

て

本

件

各

分

割

と

い

う

）

。

同

日

、

Ｂ

社

は

Ｋ

社

へ

吸

収

合

併

さ

れ

、

解

散

し

た

（

合

併

２

と

い

い

、

同

１

・

同

２

を

あ

わ

せ

て

本

件

各

合

併

と

い

う

）

。

合

併

２

も

適

格

合

併

で

、

Ｂ

社

は

同

年

�

月

末

時

点

で

約

�

億

７

０

０

０

万

円

の

未

処

理

欠

損

金

額

（

未

処

理

欠

損

金

額

２

と

い

い

、

同

１

・

同

２

を

あ

わ

せ

て

本

件

各

未

処

理

欠

損

金

額

と

い

う

）

を

有

し

て

い

た

。

　

Ｋ

社

は

�

年

�

月

期

、

�

年

�

月

期

の

確

定

申

告

（

本

件

各

事

業

年

度

）

で

、

本

件

各

未

処

理

欠

損

金

額

に

つ

き

法

人

税

法

�

条

２

項

が

適

用

さ

れ

る

と

の

認

識

に

基

づ

き

、

本

件

各

未

処

理

欠

損

金

額

を

そ

れ

ぞ

れ

当

期

欠

損

金

額

と

し

て

自

社

の

所

得

か

ら

控

除

し

て

申

告

し

た

。

こ

れ

に

対

し

、

課

税

庁

は

令

和

元

年

９

月

、

法

人

税

法

１

３

２

条

の

２

を

適

用

し

、

本

件

各

未

処

理

欠

損

金

額

が

過

大

で

あ

る

（

本

件

各

否

認

）

な

ど

と

し

て

更

正

処

分

等

を

し

た

こ

と

か

ら

争

い

と

な

っ

た

。

　

主

な

争

点

は

、

課

税

庁

が

本

件

各

合

併

を

組

織

再

編

税

制

に

係

る

各

規

定

を

租

税

回

避

の

手

段

と

し

て

濫

用

す

る

も

の

と

し

て

否

認

し

た

こ

と

が

適

法

か

否

か

。

　

地

裁

は

、

Ｋ

社

が

�

年

�

月

の

第

８

次

長

期

経

営

計

画

以

来

、

低

温

事

業

の

組

織

体

制

強

化

と

事

業

規

模

拡

大

を

経

営

課

題

と

し

て

掲

げ

、

専

門

部

署

を

設

け

る

な

ど

検

討

を

進

め

る

中

で

、

Ａ

社

、

Ｂ

社

に

は

グ

ル

ー

プ

内

各

社

や

同

業

他

社

の

低

温

事

業

が

順

次

集

約

さ

れ

て

い

っ

た

と

認

定

。

そ

の

上

で

、

①

本

件

各

合

併

は

、

本

件

各

分

割

と

と

も

に

、

Ｋ

社

の

従

来

の

経

営

課

題

に

沿

う

組

織

再

編

成

の

一

環

と

し

て

行

わ

れ

た

も

の

で

あ

る

と

こ

ろ

、

そ

の

手

順

や

方

法

が

通

常

は

想

定

さ

れ

な

い

も

の

で

あ

っ

た

り

、

実

態

と

は

か

い

離

し

た

も

の

で

あ

っ

た

り

す

る

と

い

う

こ

と

は

で

き

な

い

こ

と

、

②

本

件

各

合

併

は

、

支

社

お

よ

び

子

会

社

等

を

通

じ

て

営

ん

で

い

た

事

業

に

係

る

組

織

再

編

成

の

過

程

で

不

要

と

な

っ

た

子

会

社

を

整

理

す

る

と

い

う

税

負

担

の

減

少

以

外

の

合

理

的

な

事

業

目

的

を

有

す

る

も

の

で

あ

る

こ

と

、

③

本

件

各

未

処

理

欠

損

金

額

を

Ｋ

社

が

引

き

継

ぐ

こ

と

が

、

組

織

再

編

税

制

の

本

来

の

趣

旨

お

よ

び

目

的

を

逸

脱

す

る

も

の

と

は

解

し

難

い

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

そ

の

手

順

、

方

法

お

よ

び

形

式

や

事

業

目

的

等

の

観

点

か

ら

み

て

、

組

織

再

編

成

を

利

用

し

て

税

負

担

を

減

少

さ

せ

る

こ

と

を

意

図

し

、

組

織

再

編

税

制

に

係

る

各

規

定

の

本

来

の

趣

旨

お

よ

び

目

的

か

ら

逸

脱

す

る

態

様

で

そ

の

適

用

を

受

け

ま

た

は

免

れ

る

も

の

で

あ

っ

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

と

判

断

。

　

課

税

庁

の

各

否

認

を

違

法

な

も

の

と

結

論

付

け

て

処

分

を

取

り

消

し

た

。

　

国

税

庁

は

３

日

、

「

所

得

税

基

本

通

達

の

制

定

に

つ

い

て

」

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

、

「

租

税

特

別

措

置

法

に

係

る

所

得

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

」

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

、

「

租

税

特

別

措

置

法

（

株

式

等

に

係

る

譲

渡

所

得

等

関

係

）

の

取

扱

い

に

つ

い

て

」

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

を

そ

れ

ぞ

れ

公

表

し

た

。

　

こ

の

う

ち

、

所

基

通

の

改

正

で

は

、

令

和

６

年

度

税

制

改

正

に

お

け

る

寄

附

金

控

除

の

改

正

に

伴

う

整

備

と

し

て

、

「

出

資

に

関

す

る

信

託

事

務

に

充

て

ら

れ

る

こ

と

が

明

ら

か

な

も

の

」

と

は

、

例

え

ば

、

寄

附

金

の

使

途

を

出

資

に

関

す

る

信

託

事

務

に

限

定

し

て

募

集

さ

れ

た

も

の

や

出

資

に

関

す

る

信

託

事

務

に

使

途

を

指

定

し

て

行

わ

れ

た

も

の

が

こ

れ

に

該

当

す

る

こ

と

が

明

ら

か

に

さ

れ

て

い

る

。

　

ま

た

、

８

年

度

税

制

改

正

で

利

子

所

得

の

分

離

課

税

等

に

つ

い

て

、

同

族

会

社

の

株

主

等

が

そ

の

同

族

会

社

以

外

の

法

人

（

特

定

法

人

）

か

ら

支

払

を

受

け

る

社

債

の

利

子

の

う

ち

実

質

的

に

そ

の

同

族

会

社

か

ら

支

払

を

受

け

る

も

の

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

お

け

る

利

子

を

適

用

対

象

か

ら

除

外

し

、

総

合

課

税

の

対

象

と

し

た

。

　

こ

れ

に

伴

い

、

措

置

法

に

係

る

所

得

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

の

改

正

で

は

、

措

置

法

施

行

令

１

条

の

４

第

６

項

３

号

に

定

め

る

損

失

を

受

け

な

い

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

つ

い

て

、

対

象

者

等

が

特

定

法

人

公

社

債

に

係

る

債

務

の

不

履

行

に

よ

り

実

質

的

に

損

失

を

受

け

な

い

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

当

た

る

か

ど

う

か

の

判

定

に

つ

い

て

は

契

約

の

内

容

そ

の

他

の

状

況

を

踏

ま

え

て

判

断

す

る

こ

と

を

明

ら

か

に

し

た

上

で

、

そ

の

例

示

が

行

わ

れ

る

な

ど

し

て

い

る

。

　

措

置

法

（

株

式

等

に

係

る

譲

渡

所

得

等

関

係

）

の

取

扱

い

の

改

正

で

は

、

８

年

度

税

制

改

正

で

の

い

わ

ゆ

る

こ

ど

も

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

の

創

設

に

伴

い

、

法

令

解

釈

に

当

た

り

留

意

す

べ

き

事

項

等

に

つ

い

て

の

整

備

が

行

わ

れ

る

な

ど

し

て

い

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

各

府

省

庁

が

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

向

け

、

租

税

特

別

措

置

等

の

自

己

点

検

結

果

を

公

表

し

た

。

内

閣

官

房

の

租

税

特

別

措

置

・

補

助

金

見

直

し

担

当

室

が

国

民

か

ら

募

集

し

た

意

見

や

提

案

、

そ

れ

に

基

づ

き

示

さ

れ

た

「

点

検

の

視

点

」

を

踏

ま

え

、

各

府

省

庁

は

租

税

特

別

措

置

等

の

見

直

し

に

関

す

る

自

己

点

検

を

実

施

し

、

６

月

下

旬

に

公

表

す

る

と

さ

れ

て

い

た

。

点

検

の

対

象

は

、

８

年

度

末

ま

で

に

期

限

が

到

来

す

る

措

置

な

ど

９

年

度

税

制

改

正

で

延

長

等

の

議

論

が

想

定

さ

れ

る

、

国

税

で

�

措

置

程

度

、

地

方

税

で

�

措

置

程

度

と

な

っ

て

い

る

。

点

検

に

当

た

っ

て

は

、

デ

ー

タ

に

よ

る

分

析

・

検

証

に

基

づ

き

、

税

制

に

よ

っ

て

行

動

変

容

が

実

現

し

、

政

策

効

果

が

発

現

し

た

こ

と

等

に

つ

い

て

、

定

量

的

に

示

す

こ

と

と

し

て

い

る

。

７年度の税収決算額（概数）

（単位：百万円）

税目

５月分

（前年比）

決算額概数

（前年比）

所

得

税

源泉分

１７，６４７

（１３１．６％）

２０，５４０，５４３

（１２２．８％）

申告分

１２７，９５２

（１２９．６％）

４，７１５，９７７

（１０５．１％）

計

１４５，５９９

（１２９．８％）

２５，２５６，５２０

（１１９．１％）

法人税

９，１８３，８７１

（１２５．３％）

２１，７４４，９９２

（１２１．４％）

相続税

２６１，２０６

（１０９．８％）

３，８５９，２５５

（１０８．６％）

消費税

４，６４５，８０８

（１０６．３％）

２６，０２７，７５０

（１０４．０％）

酒税

８９，２０９

（８８．５％）

１，１０９，６７６

（９３．８％）

その他

１３６，３１７

（６２．９％）

６，２２４，４１３

（９７．９％）

一般会計

分　　計

１４，４６２，０１０

（１１６．９％）

８４，２２２，６０６

（１１２．０％）

　

☆

年

調

の

様

式

公

表

　

国

税

庁

は

６

月

�

日

、

令

和

８

年

分

年

末

調

整

の

た

め

の

各

種

様

式

を

公

表

し

た

。

変

更

が

予

定

さ

れ

て

い

た

８

年

分

給

与

所

得

者

の

保

険

料

控

除

申

告

書

な

ど

各

種

様

式

が

国

税

庁

Ｈ

Ｐ

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

☆

印

紙

税

の

手

引

な

ど

公

表

　

国

税

庁

は

６

月

�

日

、

印

紙

税

の

手

引

と

契

約

書

や

領

収

書

と

印

紙

税

（

紙

税

額

一

覧

表

）

を

公

表

し

た

。

手

引

で

は

、

印

紙

税

を

正

し

く

理

解

す

る

た

め

の

参

考

と

し

て

、

そ

の

あ

ら

ま

し

を

説

明

し

て

い

る

。

　

☆

相

続

税

の

申

告

の

し

か

た

な

ど

公

表

　

国

税

庁

は

１

日

、

令

和

８

年

分

用

の

相

続

税

の

申

告

の

し

か

た

と

相

続

税

の

申

告

書

等

の

様

式

一

覧

を

公

表

し

た

。

ま

た

、

非

上

場

株

式

等

に

つ

い

て

の

相

続

税

の

納

税

猶

予

及

び

免

除

の

特

例

等

な

ど

、

そ

の

他

の

特

例

の

あ

ら

ま

し

等

も

国

税

庁

Ｈ

Ｐ

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

財

務

省

は

３

日

、

令

和

７

年

度

一

般

会

計

税

収

の

決

算

額

（

概

数

）

を

公

表

し

た

（

表

参

照

）

。

　

決

算

額

は

、

前

年

度

比

�

・

０

％

増

の

�

兆

２

２

２

６

億

円

で

、

補

正

後

予

算

額

�

兆

６

９

８

０

億

円

よ

り

３

兆

５

２

４

６

億

円

上

振

れ

、

６

年

連

続

で

過

去

最

高

を

更

新

し

た

。

イ

ン

フ

レ

の

影

響

に

よ

り

法

人

税

収

と

消

費

税

収

が

過

去

最

高

と

な

り

、

特

に

、

企

業

収

益

の

増

加

に

よ

り

法

人

税

収

が

伸

び

た

こ

と

が

税

収

増

を

け

ん

引

し

た

。

　

税

収

増

や

、

税

外

収

入

の

日

本

銀

行

の

納

付

金

の

増

加

な

ど

に

よ

り

生

じ

た

剰

余

金

は

、

前

年

度

よ

り

３

４

４

３

億

円

増

の

２

兆

６

０

８

８

億

円

で

過

去

３

番

目

に

多

い

額

だ

っ

た

。

財

政

法

第

６

条

に

基

づ

き

、

剰

余

金

の

半

分

は

国

債

償

還

に

充

て

、

残

り

は

防

衛

力

強

化

の

財

源

な

ど

に

充

て

る

。

　

税

収

を

税

目

別

に

見

る

と

、

所

得

税

は

、

基

礎

控

除

の

見

直

し

に

よ

る

影

響

で

給

与

税

収

が

減

少

し

た

一

方

、

６

年

度

に

実

施

し

た

定

額

減

税

に

よ

る

影

響

が

は

く

落

し

た

こ

と

や

賃

上

げ

の

ほ

か

、

配

当

や

株

式

譲

渡

益

の

増

加

に

よ

り

、

同

�

・

１

％

増

の

�

兆

２

５

６

５

億

円

と

前

年

度

を

上

回

っ

た

。

　

法

人

税

は

、

半

導

体

・

Ａ

Ｉ

関

連

企

業

の

需

要

拡

大

や

金

利

上

昇

に

よ

る

利

ざ

や

拡

大

に

よ

る

金

融

機

関

の

業

績

が

好

調

だ

っ

た

こ

と

な

ど

に

よ

り

企

業

収

益

が

伸

び

、

同

�

・

４

％

増

の

�

兆

７

４

４

９

億

円

と

大

幅

に

増

加

し

、

過

去

最

高

と

な

っ

た

。

　

消

費

税

は

、

国

内

消

費

と

輸

入

の

増

加

、

物

価

上

昇

の

影

響

に

よ

り

、

同

４

・

０

％

増

の

�

兆

２

７

７

億

円

と

前

年

度

の

過

去

最

高

額

を

更

新

し

た

。

　

例

え

ば

、

法

人

税

関

係

の

租

特

で

適

用

件

数

、

適

用

額

が

最

も

多

い

「

中

小

企

業

者

等

の

法

人

税

率

の

特

例

」

に

つ

い

て

は

、

見

直

し

の

方

向

性

と

し

て

、

中

小

企

業

の

付

加

価

値

労

働

生

産

性

の

成

長

率

目

標

を

、

８

年

度

か

ら

３

年

で

９

％

向

上

、

５

年

で

�

％

向

上

と

す

べ

く

、

５

年

間

を

重

点

期

間

と

位

置

づ

け

中

小

企

業

関

連

税

制

の

政

策

効

果

を

高

め

る

観

点

か

ら

メ

リ

ハ

リ

を

つ

け

た

見

直

し

を

行

う

と

し

た

。

　

「

中

小

企

業

向

け

賃

上

げ

促

進

税

制

」

に

つ

い

て

は

、

労

働

供

給

制

約

社

会

に

お

け

る

中

堅

・

中

小

企

業

の

「

稼

ぐ

力

」

強

化

戦

略

の

方

針

を

踏

ま

え

、

５

年

間

を

重

点

期

間

と

位

置

づ

け

、

積

極

的

に

賃

上

げ

を

行

う

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

を

後

押

し

す

る

た

め

、

抜

本

的

な

見

直

し

・

強

化

を

行

う

と

し

た

。

　

利

用

件

数

が

少

な

い

こ

と

か

ら

、

３

年

度

与

党

税

制

大

綱

以

降

、

「

制

度

の

廃

止

も

含

め

、

改

め

て

検

討

す

る

」

と

明

記

さ

れ

つ

つ

も

、

延

長

さ

れ

て

い

る

、

「

結

婚

・

子

育

て

資

金

の

一

括

贈

与

に

係

る

贈

与

税

の

非

課

税

措

置

」

に

つ

い

て

は

、

制

度

周

知

強

化

に

も

関

わ

ら

ず

、

利

用

件

数

が

増

加

し

て

お

ら

ず

、

今

後

の

利

用

増

加

も

見

込

み

難

い

状

況

で

あ

る

と

し

て

、

適

用

期

限

の

延

長

に

つ

い

て

の

要

望

の

是

非

を

慎

重

に

検

討

す

る

と

し

た

。

　

ま

た

、

６

年

度

に

創

設

後

、

適

用

実

績

の

な

い

「

認

定

特

別

事

業

再

編

計

画

等

に

基

づ

き

行

う

登

記

の

税

率

の

軽

減

」

に

つ

い

て

は

、

制

度

の

終

了

が

相

当

と

考

え

て

い

る

と

し

た

。

　

各

府

省

庁

は

今

後

、

９

年

度

税

制

改

正

に

向

け

、

点

検

結

果

を

踏

ま

え

た

見

直

し

等

を

検

討

し

、

税

制

改

正

要

望

に

反

映

す

る

こ

と

に

な

る

。

　

国

税

庁

は

１

日

、

「

税

務

調

査

手

続

に

関

す

る

Ｆ

Ａ

Ｑ

（

一

般

納

税

者

向

け

）

」

を

改

訂

し

た

。

問

３

、

問

５

、

問

�

の

３

問

が

改

訂

さ

れ

て

い

る

。

　

問

５

で

は

、

提

出

を

求

め

ら

れ

た

帳

簿

書

類

等

の

物

件

が

電

磁

的

記

録

で

あ

る

場

合

の

提

出

方

法

に

つ

い

て

、

改

訂

前

は

記

載

さ

れ

て

い

な

か

っ

た

メ

ー

ル

が

新

た

に

追

加

さ

れ

た

。

電

磁

的

記

録

の

提

出

を

求

め

る

際

は

、

税

務

当

局

に

お

け

る

電

磁

的

記

録

の

取

扱

い

を

説

明

す

る

と

の

文

言

も

追

加

さ

れ

た

。

ま

た

、

提

出

さ

れ

た

電

磁

的

記

録

の

廃

棄

に

つ

い

て

、

改

訂

前

は

、

調

査

終

了

後

、

確

実

に

廃

棄

（

消

去

）

す

る

と

な

っ

て

い

た

が

、

改

訂

後

は

、

国

税

庁

で

定

め

た

規

則

等

に

基

づ

き

厳

重

に

管

理

を

行

い

、

保

存

期

間

満

了

後

、

確

実

に

廃

棄

（

消

去

）

す

る

と

し

た

。

　

問

３

は

、

刑

法

等

改

正

法

が

令

和

７

年

６

月

１

日

に

施

行

さ

れ

た

こ

と

に

伴

う

文

言

の

修

正

（

懲

役

を

拘

禁

刑

に

変

更

）

、

問

�

は

、

国

税

通

則

法

改

正

に

伴

う

項

ず

れ

に

対

応

す

る

修

正

が

行

わ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

３

日

、

源

泉

所

得

税

及

び

復

興

特

別

所

得

税

の

納

期

限

の

特

例

を

新

規

で

受

け

る

源

泉

徴

収

義

務

者

等

向

け

に

、

６

月

�

日

に

郵

送

し

た

納

付

期

限

を

通

知

す

る

は

が

き

の

う

ち

、

全

国

６

３

５

６

件

の

宛

名

（

氏

名

・

屋

号

等

）

に

印

字

誤

り

が

あ

っ

た

こ

と

が

判

明

し

た

と

公

表

し

た

。

　

印

字

誤

り

の

具

体

的

内

容

は

、

①

源

泉

徴

収

義

務

者

の

宛

名

の

一

部

（

屋

号

や

会

社

名

等

）

が

、

別

の

源

泉

徴

収

義

務

者

へ

の

は

が

き

に

印

字

、

②

別

の

源

泉

徴

収

義

務

者

の

宛

名

に

印

字

さ

れ

た

情

報

（

屋

号

や

会

社

名

等

）

が

、

本

来

の

源

泉

徴

収

義

務

者

の

宛

名

か

ら

欠

落

の

２

点

。

　

印

字

誤

り

の

原

因

は

、

外

部

委

託

業

者

に

よ

る

印

刷

プ

ロ

グ

ラ

ム

の

設

定

誤

り

と

、

同

庁

が

提

供

し

た

宛

名

の

デ

ー

タ

と

印

刷

内

容

の

確

認

不

徹

底

に

よ

る

も

の

と

同

庁

は

説

明

し

て

い

る

。

　

今

回

の

印

字

誤

り

に

よ

っ

て

、

「

は

が

き

が

届

か

な

か

っ

た

人

」

お

よ

び

「

異

な

る

宛

名

が

印

字

さ

れ

た

は

が

き

が

手

元

に

届

い

た

人

」

に

対

し

て

は

、

個

別

に

謝

罪

と

案

内

の

手

紙

を

送

付

し

、

印

字

を

誤

っ

た

は

が

き

の

回

収

を

進

め

て

い

る

と

い

う

。

な

お

、

同

件

の

は

が

き

に

は

課

税

情

報

は

含

ま

れ

て

い

な

い

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

今

の

世

相

で

気

に

な

る

こ

と

が

い

く

つ

か

あ

る

。

　

一

つ

は

、

米

国

・

イ

ス

ラ

エ

ル

と

イ

ラ

ン

戦

争

、

米

国

の

今

の

あ

り

方

で

あ

る

。

２

月

、

米

国

ト

ラ

ン

プ

大

統

領

は

、

イ

ラ

ン

の

核

兵

器

開

発

・

保

有

を

阻

止

す

る

と

し

て

、

ハ

メ

ネ

イ

師

な

ど

イ

ラ

ン

首

脳

部

爆

殺

、

政

権

交

代

を

目

的

に

戦

争

を

始

め

た

（

米

国

開

戦

に

は

イ

ラ

ン

を

敵

視

す

る

イ

ス

ラ

エ

ル

・

ネ

タ

ニ

ヤ

フ

首

相

の

強

い

影

響

が

伝

え

ら

れ

る

）

。

し

か

し

、

思

惑

は

外

れ

、

イ

ラ

ン

は

国

内

結

束

し

て

応

戦

、

ホ

ル

ム

ズ

海

峡

封

鎖

、

国

際

的

主

要

な

石

油

供

給

源

ス

ト

ッ

プ

で

石

油

価

格

高

騰

、

世

界

に

大

き

な

負

の

影

響

を

も

た

ら

し

た

。

米

国

内

世

論

は

開

戦

不

支

持

多

数

、

国

際

的

に

も

不

評

の

情

況

に

加

え

、

莫

大

な

戦

費

で

所

期

の

目

的

は

果

た

せ

ず

、

ト

ラ

ン

プ

政

権

は

厳

し

い

状

況

に

あ

る

。

イ

ラ

ン

の

経

済

社

会

も

疲

弊

、

現

在

、

両

国

は

停

戦

、

和

平

交

渉

に

入

っ

て

い

る

。

戦

は

両

国

、

世

界

に

大

き

な

傷

跡

を

残

し

た

こ

と

で

終

わ

り

そ

う

で

あ

る

。

今

の

米

国

は

ア

メ

リ

カ

・

フ

ァ

ー

ス

ト

を

掲

げ

る

ト

ラ

ン

プ

大

統

領

独

裁

で

暴

走

し

て

い

る

よ

う

に

思

え

る

。

世

界

最

強

国

の

米

国

は

世

界

秩

序

を

守

る

自

由

民

主

主

義

社

会

の

良

識

あ

る

リ

ー

ダ

ー

と

し

て

の

存

在

に

な

っ

て

も

ら

い

た

い

も

の

で

あ

る

。

　

二

つ

目

は

国

内

物

価

問

題

で

あ

る

。

わ

が

国

の

経

済

と

物

価

は

�

世

紀

に

入

っ

て

か

ら

長

ら

く

低

迷

状

態

が

続

い

た

が

、

２

０

２

２

年

４

月

の

ロ

シ

ア

・

ウ

ク

ラ

イ

ナ

（

両

国

と

も

穀

物

生

産

大

国

）

戦

争

勃

発

に

よ

る

世

界

の

穀

物

価

格

急

騰

を

契

機

と

し

て

物

価

上

昇

、

景

気

情

勢

も

好

転

。

政

権

は

景

気

最

重

視

、

積

極

財

政

の

ス

タ

ン

ス

を

と

り

、

日

銀

は

金

利

の

引

上

げ

に

慎

重

、

中

東

情

勢

に

よ

る

石

油

価

格

上

昇

な

ど

を

反

映

し

て

、

賃

上

げ

、

物

価

上

昇

が

続

い

て

い

る

。

ま

だ

、

物

価

上

昇

肯

定

の

社

会

的

雰

囲

気

も

あ

る

が

、

舵

を

切

り

替

え

る

べ

き

時

期

に

あ

る

の

で

は

な

か

ろ

う

か

。

　

三

つ

目

は

財

政

問

題

で

あ

る

。

久

方

ぶ

り

に

景

気

上

昇

局

面

を

迎

え

、

税

も

増

収

と

な

っ

て

い

る

が

、

そ

の

多

く

は

歳

出

に

回

り

、

国

債

残

高

は

増

加

を

続

け

て

い

る

。

財

政

赤

字

縮

減

、

財

政

再

建

が

進

ん

で

い

る

と

は

言

え

な

い

。

か

っ

て

、

昭

和

�

年

度

に

財

政

赤

字

と

な

り

赤

字

国

債

を

発

行

、

累

増

し

た

が

、

�

年

代

前

半

の

バ

ブ

ル

景

気

と

後

年

呼

ば

れ

た

時

期

に

税

収

増

を

国

債

縮

減

に

充

て

、

平

成

２

年

度

は

赤

字

国

債

発

行

０

の

予

算

と

な

っ

た

。

６

年

度

、

減

税

で

再

び

財

政

赤

字

、

赤

字

国

債

発

行

に

転

落

、

そ

の

後

、

景

気

低

迷

も

あ

っ

て

赤

字

増

幅

、

国

債

残

高

累

増

、

今

で

は

先

進

諸

国

中

で

最

多

の

財

政

赤

字

累

積

国

と

な

っ

て

い

る

。

今

世

紀

中

に

わ

が

国

の

人

口

は

少

子

化

の

影

響

で

急

速

に

減

少

す

る

。

減

少

し

て

い

く

我

々

の

子

孫

に

現

世

代

は

ツ

ケ

を

回

し

て

よ

い

の

で

あ

ろ

う

か

。

答

え

は

明

ら

か

で

あ

ろ

う

。

少

な

く

と

も

増

加

す

る

税

収

は

歳

出

増

や

減

税

で

は

な

く

国

債

縮

減

に

充

当

、

財

政

再

建

す

べ

き

時

で

あ

る

。

（

匡

）

国税審判官（特定任期付職員）の支部別採用者内訳

（単位：名）

支部

令和８年７月�日付採用者 在籍者（令和８年７月�日現在）

弁護士 税理士

公　認

会計士

弁護士 税理士

公　認

会計士

札幌 １ ０ １ ０ １ ０ １ ０

仙台 １ １ ０ ０ ２ １ １ ０

関東信越 １ ０ １ ０ ６ ２ ３ １

東京 ５ ２ ２ １ � ６ � １

金沢 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０

名古屋 １ ０ １ ０ ５ ２ ２ １

大阪 ４ ２ １ １ ８ ４ ２ ２

広島 １ １ ０ ０ ２ １ ０ １

高松 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０

福岡 １ １ ０ ０ ２ １ ０ １

熊本 １ ０ １ ０ １ ０ １ ０

沖縄 １ ０ １ ０ １ ０ １ ０

計 � ７ ８ ２ � � � ７

　

法

制

審

議

会

会

社

法

制

（

株

式

・

株

主

総

会

等

関

係

）

部

会

は

こ

の

ほ

ど

、

第

�

回

会

議

を

開

き

、

要

綱

案

の

取

り

ま

と

め

に

向

け

た

検

討

を

行

っ

た

。

　

会

議

で

は

、

株

式

交

付

制

度

の

見

直

し

と

し

て

、

子

会

社

の

株

式

を

追

加

取

得

す

る

場

合

を

一

般

的

に

株

式

交

付

の

対

象

と

す

る

も

の

と

す

る

こ

と

に

つ

い

て

ど

の

よ

う

に

考

え

る

の

か

、

そ

の

他

、

現

物

出

資

制

度

の

見

直

し

、

バ

ー

チ

ャ

ル

株

主

総

会

及

び

バ

ー

チ

ャ

ル

社

債

権

者

集

会

な

ど

に

つ

い

て

審

議

し

た

。

　

ま

た

会

議

で

は

、

３

月

に

公

表

さ

れ

た

「

会

社

法

制

（

株

式

・

株

主

総

会

等

関

係

）

の

見

直

し

に

関

す

る

中

間

試

案

」

に

関

し

て

、

寄

せ

ら

れ

た

意

見

の

概

要

も

参

考

資

料

と

し

て

配

布

さ

れ

た

。

　

国

税

不

服

審

判

所

は

�

日

付

の

人

事

異

動

で

�

人

の

民

間

専

門

家

を

、

国

税

審

判

官

（

特

定

任

期

付

職

員

）

と

し

て

採

用

し

た

。

　

内

訳

は

、

弁

護

士

が

７

人

、

税

理

士

が

８

人

、

公

認

会

計

士

が

２

人

で

、

年

代

は

�

歳

代

か

ら

�

歳

代

。

平

均

年

齢

は

�

代

半

ば

で

、

男

性

が

�

人

、

女

性

が

６

人

と

な

っ

て

い

る

。

な

お

、

昨

年

の

採

用

者

数

も

�

人

だ

っ

た

。

　

�

日

付

で

�

人

が

採

用

さ

れ

た

こ

と

で

、

民

間

専

門

家

か

ら

登

用

し

た

国

税

審

判

官

の

在

籍

者

数

は

�

人

と

な

り

、

審

判

所

の

半

数

が

民

間

人

と

な

る

。

�

人

の

内

訳

は

、

弁

護

士

が

�

人

、

税

理

士

が

�

人

、

公

認

会

計

士

が

７

人

と

な

っ

て

い

る

（

表

参

照

）

。

　

令

和

８

年

度

の

応

募

者

数

は

�

人

。

前

年

度

は

、

民

間

専

門

家

か

ら

登

用

し

た

国

税

審

判

官

の

在

籍

者

数

が

、

全

体

の

半

数

の

�

人

と

な

っ

た

平

成

�

年

７

月

以

降

過

去

最

多

の

１

０

０

人

だ

っ

た

が

、

今

年

度

は

減

少

し

た

。

こ

れ

に

つ

い

て

審

判

所

は

、

「

他

官

庁

や

公

共

団

体

で

、

任

期

付

職

員

の

募

集

が

増

え

て

い

る

こ

と

や

、

民

間

企

業

に

お

い

て

も

弁

護

士

や

公

認

会

計

士

の

採

用

が

増

え

て

い

る

こ

と

が

要

因

」

と

し

て

い

る

。

　

審

判

所

で

は

、

９

年

７

月

�

日

採

用

の

国

税

審

判

官

（

特

定

任

期

付

職

員

）

の

募

集

を

、

８

月

１

日

か

ら

�

月

�

日

ま

で

行

う

（

６

月

�

日

号

４

面

参

照

）

。

　

全

国

免

税

店

協

会

（

秋

田

正

紀

会

長

）

は

６

月

�

日

、

東

京

都

千

代

田

区

の

御

茶

ノ

水

ソ

ラ

シ

テ

ィ

カ

ン

フ

ァ

レ

ン

ス

セ

ン

タ

ー

で

第

�

回

通

常

総

会

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

来

賓

の

全

国

間

税

会

総

連

合

会

の

藤

井

誠

専

務

理

事

、

観

光

庁

観

光

戦

略

課

の

菅

原

晋

也

課

長

を

は

じ

め

同

会

役

員

、

会

員

ら

約

�

人

が

出

席

し

た

。

ま

ず

初

め

に

、

秋

田

会

長

が

開

会

あ

い

さ

つ

に

立

ち

＝

写

真

、

引

き

続

き

議

事

に

入

っ

た

。

　

議

事

で

は

任

期

満

了

に

伴

う

役

員

改

選

が

行

わ

れ

、

㈱

松

屋

取

締

役

会

長

兼

取

締

役

会

議

長

の

秋

田

会

長

が

再

任

さ

れ

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

会

の

発

展

と

強

化

の

た

め

、

ま

た

安

定

財

政

確

保

に

向

け

た

会

員

獲

得

の

推

進

、

法

令

順

守

の

精

神

の

も

と

各

関

連

事

業

者

へ

の

適

正

な

免

税

手

続

の

啓

蒙

活

動

を

さ

ら

に

推

進

し

、

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

の

発

行

・

改

訂

な

ど

、

よ

り

多

く

の

免

税

店

で

免

税

制

度

が

適

正

に

運

用

さ

れ

る

よ

う

周

知

活

動

の

実

施

、

会

員

の

利

便

性

を

高

め

る

べ

く

ニ

ュ

ー

ス

レ

タ

ー

の

配

信

な

ど

関

係

情

報

の

幅

広

い

普

及

、

関

係

省

庁

に

協

力

し

、

リ

フ

ァ

ン

ド

方

式

の

導

入

に

向

け

た

周

知

活

動

を

実

施

し

て

い

く

こ

と

、

免

税

制

度

に

関

す

る

関

連

省

庁

と

の

意

見

交

換

な

ど

を

盛

り

込

ん

だ

２

０

２

６

年

度

事

業

計

画

案

お

よ

び

収

支

予

算

案

な

ど

を

審

議

し

、

全

議

案

を

承

認

し

た

。

　

引

き

続

き

、

菅

原

課

長

が

、

「

観

光

の

状

況

と

リ

フ

ァ

ン

ド

周

知

広

報

事

業

に

つ

い

て

」

を

テ

ー

マ

に

特

別

講

演

を

行

っ

た

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



債務者に生じた事実 損金算入限度額

ⅰ　債務超過の状態が相当期間継続し、かつ、

その営む事業に好転の見通しがないこと

金銭債権のうち取

立て等の見込みが

ない部分に相当す

る金額

ⅱ　災害、経済事情の急変等により多大な損

害が生じたこと

ⅲ　その他の事由

イ　更生手続開始の申立て

ロ　再生手続開始の申立て

ハ　破産手続開始の申立て

ニ　特別清算開始の申立て

ホ　上記イからニまでに準ずる事実

　今回は、「二　債務超過の状況の継続等」の事実に基づいた貸

倒引当金の損金算入可能額から説明します。

二　債務超過の状況の継続等（法令�①二）

「債務超過の状況の継続等」の事実、及びこれに基づく損金算入

限度額は、次表のとおりです。

　上記ⅰの「相当期間」は、おおむね１年以上をいいますが（法

基通�－２－６）、取引先が債務超過の状況に陥っていることを

把握することは容易ではなく、債務者の支払遅延等が生じた場合

には要注意です。

　上記ⅱの「災害、経済事情の急変等」については、大規模災害

や火災のほか、数年前のコロナ禍のときのように事業遂行の支障

が発生し、損害が生じている場合なども該当するでしょう。

　上記ⅲの「その他の事由」は、担保物処分によって得られる金

額以外に回収できないことが明らかで担保物処分に時間を要する

場合と、貸付金等に未収利息を計上し回収努力をしたがその後２

年以上回収できない場合（未収利息が貸倒引当金の損金算入限度）

が、例示的に明らかにされています（法基通�－２－８）。

　このⅲの場合には、損金算入限度額の計算は比較的容易にでき

ますが、それ以外の場合に、取立て等の見込みのない金額（損金

算入限度額）をどのように算出するかは、債務者の資産状況等を

どれだけ把握できるかといった点が重要となります。

三　更生手続開始の申立て等（法令�①三）

　「更生手続開始の申立て等」は、次に掲げる事実をいいます。

　上記イからニまでの事実は、債権者に通知があるため通常は把

握が容易です。

　上記ホの「イからニまでに準ずる事実」は、手形交換所又は一

定の電子債権記録機関による取引停止処分をいいますが（法規�

の３）、債権者がこれを把握するためには全国銀行協会へ取引停

止情報を照会することなどにより把握することができます。

　なお、損金算入限度額については、その債務者に対する金銭債

権の金額の�％に相当する金額なので、上記事実が把握できれば、

損金算入限度額は直ちに算出することができます。

　

訂

正

　

６

月

�

日

号

「

続

・

傍

流

の

正

論

」

の

記

事

で

、

「

（

所

法

２

４

２

条

等

）

」

と

あ

る

の

は

、

「

（

所

法

２

４

３

条

等

）

」

の

誤

り

で

し

た

。

お

詫

び

し

て

訂

正

し

ま

す

。

　

国

税

通

則

法

�

条

の

規

定

に

よ

れ

ば

、

「

課

税

標

準

等

又

は

税

額

等

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

べ

き

事

実

の

全

部

又

は

一

部

を

隠

蔽

し

、

又

は

仮

装

し

、

そ

の

隠

蔽

し

、

又

は

仮

装

し

た

と

こ

ろ

に

基

づ

き

」

、

「

納

税

申

告

書

を

提

出

し

て

い

た

と

き

」

、

「

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

納

税

申

告

書

を

提

出

せ

ず

、

又

は

法

定

申

告

期

限

後

に

納

税

申

告

書

を

提

出

し

て

い

た

と

き

」

又

は

「

そ

の

国

税

を

そ

の

法

定

納

期

限

ま

で

に

納

付

し

な

か

つ

た

と

き

」

に

重

加

算

税

が

賦

課

さ

れ

る

の

で

あ

る

か

ら

、

そ

れ

ら

の

隠

蔽

又

は

仮

装

の

行

為

の

時

期

は

、

原

則

と

し

て

、

重

加

算

税

が

賦

課

さ

れ

る

態

様

に

応

じ

、

「

期

限

内

申

告

書

を

提

出

し

た

時

」

、

「

法

定

申

告

期

限

が

経

過

し

た

時

」

ま

で

で

あ

る

と

解

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

も

っ

と

も

、

期

限

内

申

告

書

は

最

終

的

に

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

提

出

す

れ

ば

よ

い

こ

と

を

考

慮

す

れ

ば

、

通

常

の

場

合

、

隠

蔽

又

は

仮

装

の

行

為

は

、

重

加

算

税

の

納

税

義

務

が

成

立

す

る

法

定

申

告

期

限

又

は

法

定

納

期

限

の

経

過

の

時

（

国

税

通

則

法

�

②

十

四

・

十

五

参

照

）

ま

で

に

必

要

で

あ

る

と

も

解

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

実

務

に

お

い

て

は

、

法

定

申

告

期

限

後

に

お

け

る

税

務

調

査

の

段

階

に

お

い

て

、

調

査

官

に

対

し

て

虚

偽

の

答

弁

を

し

、

あ

る

い

は

虚

偽

の

資

料

を

提

出

し

て

、

期

限

内

申

告

に

お

け

る

過

少

申

告

を

正

当

化

し

た

り

、

修

正

申

告

の

段

階

で

所

得

の

一

部

を

隠

匿

し

た

り

し

て

過

少

申

告

を

す

る

こ

と

も

間

々

あ

る

こ

と

で

あ

る

。

　

例

え

ば

、

東

京

地

裁

昭

和

�

年

７

月

�

日

判

決

は

、

税

務

調

査

の

段

階

に

お

い

て

、

納

税

者

が

期

限

内

申

告

に

お

け

る

家

賃

収

入

等

の

申

告

除

外

に

つ

き

、

税

務

調

査

の

段

階

に

お

い

て

、

虚

偽

の

答

弁

を

行

い

、

虚

偽

の

資

料

を

提

出

し

て

当

初

申

告

を

正

当

化

し

よ

う

と

し

た

事

実

を

認

定

し

、

次

の

と

お

り

判

示

し

て

い

る

。

　

「

右

認

定

事

実

に

よ

れ

ば

、

原

告

に

は

、

益

金

に

計

上

さ

れ

る

べ

き

家

賃

収

入

（

〈

略

〉

）

あ

る

い

は

定

期

預

金

利

息

（

〈

略

〉

）

に

つ

い

て

、

こ

れ

に

対

す

る

課

税

を

回

避

し

よ

う

と

す

る

意

図

が

当

初

か

ら

あ

っ

た

も

の

と

推

認

す

る

こ

と

が

で

き

、

そ

う

と

す

れ

ば

、

原

告

は

右

家

賃

収

入

が

あ

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

こ

の

事

実

を

隠

ぺ

い

し

、

そ

の

隠

ぺ

い

し

た

と

こ

ろ

に

基

づ

い

て

確

定

申

告

し

（

〈

略

〉

）

、

あ

る

い

は

右

事

実

を

隠

ぺ

い

し

て

納

税

申

告

書

を

提

出

し

な

か

っ

た

も

の

（

〈

略

〉

）

で

あ

り

、

ま

た

、

前

記

定

期

預

金

利

息

が

支

払

わ

れ

た

事

実

を

隠

ぺ

い

し

ま

た

は

仮

装

し

、

そ

の

隠

ぺ

い

ま

た

は

仮

装

し

た

と

こ

ろ

に

基

づ

い

て

確

定

申

告

し

た

（

〈

略

〉

）

と

い

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

」

　

し

か

し

な

が

ら

、

修

正

申

告

段

階

に

お

け

る

隠

蔽

仮

装

行

為

が

確

定

申

告

段

階

に

お

い

て

も

そ

う

で

あ

っ

た

と

推

認

で

き

な

い

場

合

も

あ

る

。

し

か

し

、

そ

の

場

合

に

も

、

重

加

算

税

の

賦

課

し

得

る

と

し

て

、

東

京

地

裁

平

成

�

年

１

月

�

日

判

決

、

（

同

旨

東

京

高

裁

平

成

�

年

７

月

�

日

判

決

）

は

、

次

の

よ

う

に

判

示

し

て

い

る

。

　

「

通

則

法

�

条

１

項

に

い

う

「

納

税

申

告

書

」

に

は

、

同

法

�

条

３

項

所

定

の

修

正

申

告

書

も

含

ま

れ

る

と

い

う

べ

き

で

あ

っ

て

、

納

税

義

務

者

が

、

そ

の

国

税

の

課

税

標

準

等

又

は

税

額

等

の

基

礎

と

な

る

べ

き

事

実

の

全

部

又

は

一

部

を

隠

ぺ

い

し

、

又

は

仮

装

し

、

そ

の

隠

ぺ

い

し

、

又

は

仮

装

し

た

と

こ

ろ

に

基

づ

い

て

修

正

申

告

書

を

提

出

し

て

い

た

と

き

は

、

そ

の

納

税

者

に

対

し

て

重

加

算

税

を

課

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

解

す

る

の

が

相

当

で

あ

る

。

」

　

ま

た

、

国

税

通

則

法

�

条

２

項

が

定

め

る

重

加

算

税

の

納

税

義

務

の

成

立

時

期

と

の

関

係

に

つ

い

て

、

前

記

判

決

は

、

次

の

よ

う

に

判

示

し

て

い

る

。

　

「

通

則

法

�

条

２

項

�

号

に

お

い

て

、

重

加

算

税

の

納

税

義

務

が

法

定

申

告

期

限

の

経

過

の

時

に

成

立

す

る

と

定

め

ら

れ

て

い

る

か

ら

と

い

っ

て

、

重

加

算

税

に

つ

い

て

は

、

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

そ

の

課

税

要

件

を

満

た

す

必

要

が

あ

り

、

そ

の

後

に

お

い

て

隠

蔽

又

は

仮

装

の

行

為

に

基

づ

き

修

正

申

告

が

さ

れ

た

場

合

に

は

、

重

加

算

税

を

課

す

こ

と

が

許

さ

れ

な

い

、

と

解

す

る

こ

と

は

相

当

で

な

く

、

原

告

の

上

記

主

張

は

理

由

が

な

い

。

」

　

確

か

に

、

期

限

内

申

告

後

の

税

務

調

査

又

は

修

正

申

告

の

段

階

に

お

け

る

隠

蔽

仮

装

行

為

に

つ

い

て

も

、

重

加

算

税

制

度

の

趣

旨

に

照

ら

せ

ば

、

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

を

充

足

す

る

も

の

と

解

す

べ

き

で

あ

ろ

う

。

し

か

し

、

国

税

通

則

法

�

条

２

項

の

規

定

を

盾

に

、

重

加

算

税

の

納

税

義

務

成

立

後

の

隠

蔽

仮

装

行

為

は

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

を

充

足

し

な

い

と

す

る

説

も

、

文

理

解

釈

上

一

理

あ

る

の

で

、

関

係

条

項

の

整

備

を

す

べ

き

も

の

と

考

え

ら

れ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

令

和

８

年

度

改

正

と

し

て

、

暗

号

資

産

に

関

す

る

課

税

関

係

、

非

居

住

者

に

対

し

て

国

内

に

所

在

す

る

不

動

産

に

関

す

る

役

務

の

提

供

に

つ

い

て

輸

出

免

税

の

対

象

外

と

す

る

改

正

、

国

境

を

越

え

た

電

子

商

取

引

に

係

る

課

税

の

見

直

し

（

国

境

を

越

え

て

行

わ

れ

る

通

信

販

売

の

う

ち

、

１

万

円

以

下

の

特

定

少

額

資

産

の

販

売

に

関

す

る

課

税

の

見

直

し

及

び

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

て

行

う

資

産

の

譲

渡

に

係

る

課

税

関

係

の

見

直

し

）

に

加

え

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

導

入

に

係

る

経

過

措

置

の

見

直

し

（

２

割

特

例

終

了

後

、

個

人

事

業

者

に

限

り

移

行

さ

れ

る

３

割

特

例

、

免

税

事

業

者

等

か

ら

の

仕

入

れ

に

係

る

経

過

措

置

に

つ

い

て

、

最

終

的

な

適

用

期

限

を

２

年

延

長

し

た

上

で

、

引

下

げ

ペ

ー

ス

を

見

直

す

改

正

）

な

ど

の

重

要

項

目

を

収

録

。

　

そ

の

他

、

令

和

８

年

�

月

か

ら

リ

フ

ァ

ン

ド

方

式

に

移

行

す

る

輸

出

物

品

販

売

場

制

度

に

つ

い

て

も

詳

し

く

解

説

。

　

「

第

１

章

　

消

費

税

の

概

要

」

か

ら

始

ま

り

、

「

第

２

章

　

国

内

取

引

に

係

る

消

費

税

」

「

第

３

章

　

輸

入

取

引

に

係

る

消

費

税

」

「

第

４

章

　

地

方

消

費

税

」

「

第

５

章

　

消

費

税

及

び

地

方

消

費

税

の

経

理

処

理

」

の

計

５

章

で

構

成

。

　

Ｂ

５

判

、

７

７

６

ペ

ー

ジ

。

定

価

３

７

４

０

円

（

税

込

み

）

。

　

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

原

処

分

庁

が

国

税

通

則

法

に

規

定

す

る

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

を

満

た

す

と

し

て

主

張

す

る

事

情

に

よ

っ

て

は

、

請

求

人

が

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

を

行

っ

た

と

は

認

め

ら

れ

ず

、

当

初

か

ら

過

少

申

告

等

を

意

図

し

、

そ

の

意

図

を

外

部

か

ら

も

う

か

が

い

得

る

特

段

の

行

動

を

し

た

上

、

そ

の

意

図

に

基

づ

き

過

少

申

告

等

を

し

た

と

も

認

め

ら

れ

な

い

と

し

た

事

例

。

　

請

求

人

の

所

得

税

等

お

よ

び

消

費

税

等

に

つ

い

て

、

原

処

分

庁

が

、

売

上

金

額

等

に

係

る

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

の

行

為

が

あ

っ

た

と

し

て

更

正

等

処

分

お

よ

び

重

加

算

税

等

の

賦

課

決

定

処

分

を

し

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

そ

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

原

処

分

庁

の

主

張

を

退

け

る

判

断

を

し

た

（

令

和

７

年

�

月

�

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

事

案

の

概

要

　

請

求

人

は

、

タ

イ

ル

工

事

業

を

営

む

個

人

事

業

者

で

あ

り

、

請

求

人

の

異

父

弟

で

あ

る

本

件

弟

も

、

請

求

人

同

様

、

タ

イ

ル

工

事

業

を

営

む

個

人

事

業

者

で

あ

る

。

　

本

件

法

人

は

、

平

成

�

年

頃

以

降

、

請

求

人

兄

弟

に

タ

イ

ル

工

事

を

発

注

し

て

お

り

、

請

求

人

兄

弟

が

行

う

タ

イ

ル

工

事

業

（

本

件

事

業

）

に

係

る

売

上

げ

は

、

本

件

法

人

か

ら

発

注

さ

れ

る

も

の

の

み

で

あ

っ

た

。

請

求

人

兄

弟

は

、

電

話

、

口

頭

な

ど

に

よ

り

本

件

法

人

の

社

長

（

本

件

社

長

）

か

ら

現

場

対

応

の

指

示

を

受

け

て

工

事

を

受

注

し

て

い

た

。

�

年

か

ら

令

和

４

年

に

お

い

て

、

請

求

人

兄

弟

と

本

件

法

人

の

取

引

基

準

単

価

は

、

１

人

工

○

○

円

で

あ

っ

た

。

　

請

求

人

は

、

請

求

人

兄

弟

が

施

工

し

た

タ

イ

ル

工

事

に

係

る

請

負

代

金

（

本

件

売

上

げ

）

に

つ

い

て

、

本

件

法

人

に

対

し

、

本

件

弟

に

係

る

部

分

も

含

め

て

請

求

し

て

お

り

、

そ

の

方

法

は

、

お

お

む

ね

次

の

と

お

り

で

あ

っ

た

。

　

Ａ

　

請

求

人

兄

弟

が

そ

れ

ぞ

れ

作

成

し

た

工

事

日

報

（

本

件

日

報

）

に

基

づ

き

両

者

の

人

工

数

を

合

計

し

て

手

書

き

で

作

成

し

た

手

書

請

求

書

を

本

件

法

人

へ

フ

ァ

ク

シ

ミ

リ

送

信

。

　

Ｂ

　

本

件

法

人

が

作

成

し

た

正

式

な

確

定

請

求

書

が

郵

送

さ

れ

て

く

る

た

め

、

請

求

人

が

内

容

を

確

認

、

会

社

名

（

氏

名

）

欄

に

「

Ｋ

」

と

記

入

し

、

請

求

人

の

印

鑑

を

押

印

の

上

返

送

。

　

本

件

法

人

は

、

�

年

か

ら

４

年

に

お

い

て

、

請

求

人

か

ら

の

請

求

に

基

づ

き

、

本

件

売

上

げ

に

係

る

代

金

を

請

求

人

が

管

理

す

る

請

求

人

の

妻

名

義

の

本

件

口

座

に

振

込

入

金

し

て

い

た

。

　

請

求

人

兄

弟

の

�

年

分

か

ら

３

年

分

の

所

得

税

等

の

各

確

定

申

告

書

に

記

載

さ

れ

た

各

年

分

の

事

業

所

得

の

総

収

入

金

額

の

合

計

額

は

、

各

年

中

の

本

件

売

上

げ

の

金

額

の

合

計

額

よ

り

も

そ

れ

ぞ

れ

約

２

４

０

万

円

か

ら

約

４

８

０

万

円

少

な

い

金

額

で

あ

る

。

ま

た

、

請

求

人

兄

弟

の

４

年

分

の

所

得

税

等

の

確

定

申

告

書

に

記

載

さ

れ

た

事

業

所

得

の

総

収

入

金

額

の

合

計

額

は

、

４

年

中

の

本

件

売

上

げ

の

金

額

の

合

計

額

よ

り

６

円

少

な

い

金

額

で

あ

る

。

　

争

点

は

、

請

求

人

に

、

通

則

法

に

規

定

す

る

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

を

満

た

す

行

為

が

あ

っ

た

か

否

か

。

原

処

分

庁

の

主

張

　

本

件

売

上

げ

は

、

そ

の

全

額

が

請

求

人

に

帰

属

す

る

と

こ

ろ

、

請

求

人

に

は

、

①

本

件

売

上

げ

を

請

求

人

の

妻

名

義

で

あ

る

本

件

口

座

に

振

り

込

ま

せ

て

い

た

こ

と

、

②

毎

月

の

売

上

げ

に

係

る

手

書

請

求

書

を

作

成

し

て

い

た

こ

と

、

③

実

際

の

収

入

金

額

を

把

握

し

て

お

り

、

申

告

し

た

収

入

金

額

が

そ

れ

よ

り

少

な

い

こ

と

を

認

識

し

て

い

た

こ

と

、

④

確

定

申

告

に

つ

い

て

は

、

ま

ず

経

費

の

合

計

額

を

算

出

し

、

当

該

合

計

額

に

所

得

控

除

額

を

加

え

、

納

税

額

が

支

払

え

る

金

額

に

な

る

よ

う

に

収

入

金

額

と

所

得

金

額

を

決

め

て

申

告

し

て

い

た

こ

と

は

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

が

あ

り

、

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

を

満

た

す

。

審

判

所

の

判

断

　

①

に

つ

い

て

み

る

と

、

取

引

上

の

名

義

を

装

う

な

ど

の

事

実

を

わ

い

曲

す

る

行

為

は

仮

装

行

為

と

評

価

さ

れ

る

と

こ

ろ

、

本

件

法

人

は

本

件

売

上

げ

を

請

求

人

の

妻

名

義

で

あ

る

本

件

口

座

に

振

り

込

ん

で

い

た

と

認

め

ら

れ

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

本

件

売

上

げ

に

つ

い

て

、

請

求

人

の

売

上

先

は

本

件

法

人

の

み

で

あ

り

、

請

求

人

は

、

本

件

口

座

に

振

り

込

ま

れ

た

本

件

売

上

げ

に

つ

い

て

、

過

少

で

あ

っ

た

と

は

い

え

申

告

し

て

い

た

こ

と

か

ら

す

る

と

、

請

求

人

が

、

妻

の

名

義

で

あ

る

本

件

口

座

に

本

件

売

上

げ

を

振

り

込

ま

せ

る

行

為

に

よ

り

本

件

売

上

げ

の

存

在

を

隠

蔽

ま

た

は

事

実

を

わ

い

曲

し

た

と

は

い

え

ず

、

当

該

行

為

を

も

っ

て

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

と

は

い

え

な

い

。

　

②

な

い

し

④

に

つ

い

て

は

、

請

求

人

が

意

図

的

に

過

少

申

告

を

し

た

こ

と

を

示

す

事

情

に

す

ぎ

な

い

か

ら

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

と

は

い

え

な

い

。

そ

し

て

、

原

処

分

庁

は

、

①

の

行

為

の

ほ

か

、

過

少

申

告

等

の

行

為

そ

の

も

の

と

は

別

個

の

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

に

つ

い

て

主

張

立

証

を

せ

ず

、

本

件

全

証

拠

に

よ

っ

て

も

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

の

存

在

は

認

め

ら

れ

な

い

。

し

た

が

っ

て

、

請

求

人

に

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

積

極

的

な

行

為

が

あ

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

、

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

が

満

た

さ

れ

る

と

は

い

え

な

い

。

　

請

求

人

は

、

複

数

年

に

わ

た

り

過

少

申

告

を

し

続

け

て

い

た

と

は

い

え

、

③

④

の

行

為

に

つ

い

て

は

、

何

ら

の

基

準

や

根

拠

の

な

い

「

支

払

え

る

金

額

」

を

納

税

額

と

し

て

申

告

書

に

記

載

し

て

過

少

申

告

を

し

続

け

た

と

評

価

で

き

る

に

と

ど

ま

る

上

、

①

の

行

為

に

つ

い

て

は

、

請

求

人

の

過

少

申

告

を

意

図

し

た

行

為

で

あ

る

と

は

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

原

処

分

庁

が

主

張

す

る

請

求

人

の

各

行

為

に

よ

っ

て

は

、

請

求

人

が

当

初

か

ら

過

少

申

告

等

を

意

図

し

、

そ

の

意

図

を

外

部

か

ら

も

う

か

が

い

得

る

特

段

の

行

動

を

し

て

い

た

と

ま

で

は

評

価

で

き

な

い

。

そ

の

ほ

か

本

件

全

証

拠

に

よ

っ

て

も

、

請

求

人

が

当

初

か

ら

過

少

申

告

等

を

意

図

し

、

そ

の

意

図

を

外

部

か

ら

も

う

か

が

い

得

る

特

段

の

行

動

を

し

た

上

で

、

そ

の

意

図

に

基

づ

く

過

少

申

告

等

を

し

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

。

　

し

た

が

っ

て

、

重

加

算

税

の

賦

課

要

件

が

満

た

さ

れ

る

と

は

い

え

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

比

嘉

さ

ん

は

、

気

の

毒

な

方

で

し

た

よ

」

　

ア

ル

フ

ァ

Ｉ

Ｃ

の

元

経

理

部

長

の

片

桐

み

け

ん

は

、

眉

間

に

皺

を

寄

せ

話

を

続

け

た

。

「

戦

友

と

の

約

束

を

は

た

す

た

め

に

、

教

員

の

職

を

辞

し

、

三

多

摩

の

地

に

、

沖

縄

か

ら

奥

様

と

お

越

し

に

な

っ

た

―

―

」

　

奥

様

？

　

杉

江

が

知

ら

な

い

情

報

だ

っ

た

。

「

と

こ

ろ

が

、

そ

の

後

、

奥

様

が

病

気

で

亡

く

な

ら

れ

た

ん

で

す

か

ら

な

」

「

そ

れ

は

、

い

つ

で

す

か

？

」

　

片

桐

は

隣

に

座

る

下

井

を

見

る

と

、

下

井

が

、

「

今

か

ら

２

年

ほ

ど

前

で

す

か

ね

」

　

で

は

、

あ

の

調

査

の

時

点

で

は

、

存

命

で

あ

っ

た

の

か

…

…

。

先

の

調

査

で

金

融

機

関

の

反

面

調

査

を

行

う

際

、

事

前

に

比

嘉

社

長

の

家

族

構

成

を

確

認

し

た

。

そ

の

と

き

社

長

は

、

妻

は

す

で

に

亡

く

な

り

独

り

身

だ

と

…

…

。

「

亡

く

な

ら

れ

た

時

期

は

、

確

か

で

す

か

」

「

え

え

。

比

嘉

社

長

か

ら

折

り

入

っ

て

相

談

し

た

い

こ

と

が

あ

る

と

電

話

が

あ

り

、

こ

ち

ら

の

都

合

の

よ

い

日

時

を

伝

え

る

と

、

す

ぐ

に

会

社

に

お

越

し

に

な

っ

た

ん

で

す

。

　

何

の

用

か

と

思

え

ば

、

連

れ

合

い

が

病

気

で

、

こ

こ

数

カ

月

間

だ

け

で

も

、

借

入

金

の

返

済

を

待

っ

て

も

ら

え

な

い

か

と

。

　

ど

の

よ

う

な

お

病

気

で

す

か

、

と

お

聞

き

す

れ

ば

、

再

生

不

良

性

貧

血

だ

と

。

あ

い

に

く

私

に

知

識

が

な

い

た

め

詳

し

く

お

尋

ね

す

る

と

、

白

血

病

と

同

じ

よ

う

な

病

だ

と

。

　

比

嘉

社

長

い

わ

く

、

こ

う

し

て

東

京

に

出

て

き

た

こ

と

は

、

沖

縄

の

、

同

じ

郷

里

出

身

の

家

内

も

承

知

の

う

え

だ

っ

た

。

と

は

い

え

、

私

の

わ

が

ま

ま

で

郷

里

を

捨

て

、

上

京

さ

せ

た

。

今

こ

こ

で

、

家

内

を

死

な

せ

る

わ

け

に

は

い

か

な

い

。

私

と

し

て

は

、

で

き

る

限

り

の

こ

と

を

し

て

や

り

た

い

。

そ

の

た

め

に

は

、

恥

ず

か

し

な

が

ら

、

金

が

要

る

の

だ

、

と

。

　

気

持

ち

は

痛

い

ほ

ど

わ

か

り

ま

し

た

。

で

い

ち

ぞ

ん

す

か

ら

、

私

の

一

存

で

承

諾

し

ま

し

た

。

　

と

こ

ろ

が

、

ほ

ど

な

く

し

て

、

比

嘉

社

長

が

会

社

に

お

越

し

に

な

り

、

こ

れ

を

返

済

に

あ

充

て

て

欲

し

い

と

。

　

紙

袋

の

中

身

を

見

て

、

驚

き

ま

し

た

。

　

中

に

２

千

万

円

も

の

現

金

が

入

っ

て

い

た

ん

で

す

。

　

そ

り

ゃ

驚

き

ま

す

よ

。

返

済

の

延

長

を

申

し

出

た

比

嘉

社

長

が

、

半

年

も

経

た

ぬ

間

に

、

逆

に

、

大

金

を

持

参

し

、

返

済

に

充

当

し

た

い

と

お

っ

し

ゃ

っ

た

の

で

す

か

ら

。

　

そ

れ

で

お

訊

き

し

た

ん

で

す

。

　

そ

し

た

ら

、

妻

が

亡

く

な

り

保

険

金

が

入

っ

た

と

。

そ

し

て

、

上

京

時

に

買

っ

た

中

古

の

マ

ン

シ

ョ

ン

は

、

家

内

が

死

に

も

う

要

ら

な

く

な

っ

た

の

で

売

っ

た

。

そ

の

残

金

だ

と

。

　

こ

ち

ら

が

神

妙

な

顔

を

し

て

い

る

と

、

比

嘉

社

長

が

笑

い

な

が

ら

、

な

に

私

に

は

、

あ

ん

な

広

い

住

ま

い

は

無

用

で

す

わ

、

と

。

　

い

た

だ

い

た

お

金

は

、

借

入

金

返

済

と

し

て

そ

の

日

の

日

付

で

記

帳

し

て

い

ま

す

。

正

確

な

年

月

日

が

お

入

用

な

ら

、

元

帳

で

確

認

し

て

、

あ

と

で

お

知

ら

せ

い

た

し

ま

す

が

」

　

杉

江

は

、

で

は

お

願

い

し

ま

す

、

と

口

で

は

告

げ

た

も

の

の

、

立

ち

上

が

る

こ

と

が

で

さ

い

な

き

な

い

ほ

ど

の

驚

き

に

苛

ま

れ

て

い

た

。

　

そ

の

後

、

臨

場

の

主

目

的

で

あ

っ

た

債

権

特

別

勘

定

に

つ

い

て

、

聞

き

取

り

を

行

っ

た

。

　

杉

江

は

、

会

社

の

処

理

は

時

期

尚

早

で

あ

る

と

判

断

し

た

。

そ

れ

を

伝

え

る

と

、

下

井

部

長

は

、

当

初

、

会

社

の

経

理

部

内

に

も

同

様

の

意

見

を

主

張

す

る

者

も

い

た

こ

と

か

ら

、

当

該

処

理

を

是

正

し

た

修

正

申

告

書

を

提

出

し

た

い

、

と

の

意

向

が

示

さ

れ

た

。

つ

　

調

査

を

終

え

税

務

署

へ

の

帰

途

に

就

い

た

う

ば

杉

江

の

心

は

、

比

嘉

の

死

に

奪

わ

れ

て

い

た

。

　

調

査

時

に

存

命

で

あ

っ

た

妻

の

こ

と

を

隠

し

た

理

由

は

な

ん

だ

っ

た

の

だ

ろ

う

。

あ

の

時

点

で

、

す

で

に

発

病

し

て

い

た

の

か

。

　

会

社

が

借

り

入

れ

た

借

金

を

、

肩

代

わ

り

し

た

の

は

、

や

は

り

戦

友

と

の

約

束

か

ら

だ

っ

た

の

か

…

…

。

の

ん

べ

い

　

社

長

は

、

呑

兵

衛

ど

こ

ろ

か

下

戸

だ

っ

た

。

な

ら

ば

本

当

は

、

接

待

な

ど

の

事

実

は

な

く

、

あ

の

雑

収

入

除

外

の

金

は

、

借

金

返

済

に

充

て

ら

れ

て

い

た

の

で

は

な

い

の

か

。

　

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

社

長

は

、

一

切

合

財

、

私

が

責

任

を

取

る

と

い

っ

た

。

そ

う

自

分

が

言

わ

し

め

て

し

ま

っ

た

の

で

は

な

い

の

か

。

　

な

ら

ば

結

局

、

自

分

は

社

長

に

ま

っ

た

く

信

頼

さ

れ

て

い

な

か

っ

た

の

で

は

…

…

。

　

そ

れ

も

そ

う

だ

ろ

う

。

自

分

は

何

も

問

わ

ず

、

「

先

生

と

も

あ

ろ

う

人

が

、

そ

ん

な

こ

と

を

し

て

、

恥

ず

か

し

く

な

い

の

で

す

か

」

と

、

た

だ

非

難

し

た

だ

け

だ

っ

た

の

だ

か

ら

。

か

い

ご

　

杉

江

の

胸

の

内

で

、

悔

悟

の

念

と

虚

し

さ

こ

ん

だ

く

が

、

混

濁

し

な

が

ら

渦

巻

い

て

い

っ

た

。

　今回は、いざＡＩを使い始めようとする方が、最初

に悩むポイント「結局、どのＡＩを使えばいいの？」

という疑問にお答えします。

　ネットで情報を調べてみると、「ＣｈａｔＧＰＴがスゴい」

と騒がれていたかと思えば、「これからはＧｅｍｉｎｉの時

代だ」「いや、今やＣｌａｕｄｅが一番だ」など、評価はめ

まぐるしく変わっていきます。

　初心者の方が、最先端の流れをいちいち追っても、

数多の情報に振り回されて混乱するだけです。

　なので、私がお伝えしたい結論はシンプルです。

　「どれでもいいから、まずは使ってみる」

　ツール選びに頭を悩ませて足踏みをするくらいな

ら、とりあえず手近なものを選んで実際に触れてみる

ことのほうが遥かに価値があります。　

　使い始め方のコツは、構えずに「新しい話し相手」

を選ぶような感覚で、まずは無料版で「会話」をして

みることです。

　パソコンやスマホで画面を開いたら、まずはフワッ

とこんな風に質問を投げかけてみてください。

　「私は税理士だけど、何を手伝ってくれる？」

　これだけで十分です。ＡＩは、自分ができること（例

えばメールの文面作成や調べ物の要約など）を驚くほ

ど丁寧な言葉で返してくれます。まずはこの「対話」

を体験してみてください。

　次にオススメなのは、使うツールをもう一つ増やし

て、全く同じ質問を同時に投げてみることです。返っ

てきた回答を見比べてみると、「こっちは箇条書きで

分かりやすい」「こっちは文章が自然だな」といった

ツールの個性の違いが少しずつわかってきます。

　さらに慣れてきたら、一つのＡＩが作った回答をも

う一つのＡＩに貼り付けて「この内容におかしな点が

ないか確認して」と頼めば、これだけで、人の代わり

に初回のチェックを行ってくれます。

　ただし、こうした会話を試す際に、これだけは絶対

に守っていただきたい鉄則があります。それは、お客

さまの名前や会社名といった「機密情報」は絶対に入

力しないこと。ＡＩとの会話に慣れないうちは、まず

は架空の事例や、一般的な質問だけでやり取りをする

ように気をつけてください。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　研修会では、下記の項目に従って、民事上の株価概

念とは異なる税務上の株価を考えます。

　①譲渡区分と譲渡価額別の税務の取扱い

　②法人税基本通達の確認

　③所得税基本通達の確認

　④株式の時価算定に係る重要裁判例（判例）の確認

　⑤令和２年９月�日付の資産課税課情報第�号の情報

　⑥売買価額の認識（売主：個人である場合）

　⑦取引相場のない株式の評価（譲渡分野）に係る裁

判例（判例）・裁決事例の検討

日　時　８月�日（火）～�日（水）の２日間

�：�～�：�（受付開始�：�）

※研修時間：�時間

会　場　福岡県中小企業振興センター

住所：福岡市博多区吉塚本町９－�

交通：ＪＲ「吉塚」駅　東口／徒歩約１分

　　　福岡市営地下鉄貝塚線「馬出九大病院

前」／徒歩約�分

講　師　税理士・笹岡宏保（ささおか・ひろやす）氏

昭和�年兵庫県神戸市出身。平成３年笹岡会

計事務所設立。現在、多くのクライアントの

税務申告代理を行っている一方、各税理士会

の「統一研修会」等の資産税の講師として活

躍している。

受講料　１名につき４０，０００円（税込・レジュメ代を含

む）※「税のしるべ」購読者の方は、割引価

格３２，０００円（税込）となります。

テキスト　レジュメ。当日会場で配布いたし

ます。

申込方法　大蔵財務協会ウェブサイトの申込

フォームよりお申込みください。

　

埼

玉

・

大

宮

優

法

会

（

木

下

信

次

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

さ

い

た

ま

市

内

で

令

和

８

年

度

上

期

研

修

会

を

開

催

し

た

。

　

講

師

に

は

海

外

勤

務

や

税

務

大

学

校

を

含

め

約

�

年

間

、

国

際

関

係

に

従

事

し

た

大

宮

税

務

署

の

本

川

弘

署

長

が

招

か

れ

た

。

　

本

川

署

長

は

、

国

境

を

ま

た

ぐ

取

引

に

係

る

二

国

間

の

税

の

分

配

問

題

や

そ

れ

を

解

決

す

る

た

め

の

海

外

税

務

当

局

と

の

交

渉

の

様

子

な

ど

、

国

税

庁

等

で

の

経

験

を

踏

ま

え

た

話

を

披

露

し

た

＝

写

真

。

　

な

か

な

か

聞

く

こ

と

の

で

き

な

い

税

の

話

に

つ

い

て

の

講

演

は

、

海

外

進

出

を

考

え

て

い

る

会

員

企

業

か

ら

も

大

変

勉

強

に

な

っ

た

と

の

声

が

あ

っ

た

。

　

兵

庫

・

洲

本

税

務

署

（

伊

藤

博

署

長

）

、

公

益

社

団

法

人

淡

路

納

税

協

会

（

三

津

久

直

会

長

）

お

よ

び

淡

路

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

（

秦

紳

一

郎

会

長

）

は

６

月

�

日

、

「

国

税

も

！

地

方

税

も

！

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

説

明

会

」

を

淡

路

信

用

金

庫

で

開

催

し

、

約

１

８

０

人

が

参

加

し

た

＝

写

真

。

　

説

明

会

は

二

部

制

で

、

第

一

部

は

事

業

者

を

対

象

に

源

泉

所

得

税

の

自

動

ダ

イ

レ

ク

ト

納

付

と

個

人

住

民

税

特

別

徴

収

の

ダ

イ

レ

ク

ト

納

付

に

つ

い

て

、

具

体

的

な

操

作

方

法

を

説

明

し

た

。

　

第

二

部

で

は

、

淡

路

信

用

金

庫

各

支

店

へ

の

オ

ン

ラ

イ

ン

配

信

に

よ

る

ハ

イ

ブ

リ

ッ

ト

方

式

に

よ

り

、

渉

外

・

窓

口

担

当

者

お

よ

び

県

・

市

税

務

関

係

者

を

対

象

に

事

業

者

の

デ

ジ

タ

ル

化

促

進

と

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

現

状

・

操

作

方

法

を

説

明

し

た

。

第

二

部

冒

頭

、

大

阪

国

税

局

徴

収

部

の

上

岡

正

也

納

税

管

理

官

か

ら

は

、

金

融

機

関

参

加

者

に

対

し

事

業

者

の

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

へ

の

呼

び

掛

け

が

あ

っ

た

。

　

参

加

者

は

、

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

便

利

さ

と

操

作

方

法

の

理

解

を

深

め

、

ぜ

ひ

、

国

税

も

地

方

税

も

キ

ャ

ッ

レ

ス

納

付

を

進

め

た

い

と

の

声

が

多

く

あ

っ

た

。

　

南

九

州

間

税

会

連

合

会

（

池

部

正

紀

会

長

）

は

６

月

�

日

、

宮

崎

市

の

ニ

ュ

ー

ウ

ェ

ル

シ

テ

ィ

宮

崎

で

第

�

回

通

常

総

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

全

国

間

税

会

総

連

合

会

の

役

員

や

南

九

州

４

県

内

の

各

間

税

会

の

役

員

と

会

員

、

来

賓

と

し

て

熊

本

国

税

局

の

北

村

厚

局

長

ら

幹

部

、

宮

崎

県

の

関

係

者

、

友

誼

団

体

の

代

表

ら

約

１

０

０

人

が

出

席

し

た

。

　

池

部

会

長

の

あ

い

さ

つ

の

後

、

令

和

８

年

度

事

業

計

画

の

重

点

施

策

と

し

て

▽

税

制

お

よ

び

執

行

に

関

す

る

ア

ン

ケ

ー

ト

調

査

の

実

施

▽

会

員

数

�

％

増

を

目

標

に

し

た

組

織

の

拡

大

・

強

化

と

財

政

の

確

立

▽

消

費

税

完

納

運

動

の

さ

ら

な

る

推

進

な

ど

を

決

議

し

た

。

　

ま

た

、

消

費

税

に

関

す

る

周

知

等

に

積

極

的

に

尽

力

し

、

税

務

行

政

の

円

滑

な

運

営

に

多

大

の

貢

献

を

し

た

と

し

て

、

北

村

局

長

か

ら

中

津

間

税

会

と

延

岡

間

税

会

に

感

謝

状

が

贈

呈

さ

れ

た

。

　

総

会

後

に

は

、

北

村

局

長

が

「

熊

本

国

税

局

長

　

私

の

体

験

談

」

と

題

し

て

記

念

講

演

を

行

っ

た

。

　

栃

木

県

青

色

申

告

会

連

合

会

（

冨

貴

塚

眞

人

会

長

）

は

６

月

�

日

、

宇

都

宮

市

の

コ

ン

セ

ー

レ

で

第

�

回

定

期

総

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

当

日

は

来

賓

と

し

て

関

東

信

越

国

税

局

の

竹

澤

孝

行

課

税

第

一

部

長

、

能

勢

幸

治

宇

都

宮

税

務

署

長

ら

が

出

席

し

た

。

　

議

事

で

は

、

提

出

議

案

を

す

べ

て

原

案

ど

お

り

に

可

決

・

成

立

。

そ

の

後

、

青

色

申

告

制

度

の

普

及

に

功

績

の

あ

っ

た

役

職

員

へ

の

局

長

感

謝

状

等

の

贈

呈

が

行

わ

れ

、

総

会

後

に

は

、

竹

澤

課

税

第

一

部

長

が

「

青

色

申

告

会

と

共

に

」

と

題

し

て

記

念

講

演

を

行

っ

た

。

　

講

演

で

は

、

青

色

申

告

会

と

と

も

に

歩

ん

だ

こ

れ

ま

で

の

活

動

や

、

税

務

行

政

の

将

来

像

「

税

務

行

政

の

デ

ジ

タ

ル

・

ト

ラ

ン

ス

フ

ォ

ー

メ

ー

シ

ョ

ン

」

に

つ

い

て

説

明

し

た

。

　

九

州

北

部

税

理

士

会

（

丸

山

二

也

会

長

）

は

６

月

�

日

、

長

崎

市

で

開

催

し

た

定

期

総

会

の

席

上

に

お

い

て

、

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

活

動

を

行

っ

て

い

る

長

崎

県

内

の

団

体

に

対

し

て

助

成

金

�

万

円

を

贈

呈

し

た

。

　

管

内

（

北

部

九

州

３

県

内

）

で

さ

ま

ざ

ま

な

形

で

地

域

社

会

に

貢

献

し

て

い

る

団

体

の

支

援

を

目

的

に

毎

年

、

実

施

し

て

い

る

も

の

。

　

今

年

は

、

佐

世

保

市

を

拠

点

に

手

話

通

訳

、

手

話

の

学

習

・

研

修

、

聴

覚

障

害

者

と

の

交

流

な

ど

を

通

じ

、

聴

覚

障

害

者

の

福

祉

向

上

に

取

り

組

む

手

話

サ

ー

ク

ル

「

親

ゆ

び

小

ゆ

び

」

が

選

ば

れ

た

。

　

丸

山

会

長

は

サ

ー

ク

ル

の

副

島

輝

美

会

長

に

目

録

を

手

渡

す

と

と

も

に

、

手

話

を

使

っ

て

団

体

の

活

動

に

対

す

る

エ

ー

ル

を

伝

え

た

＝

写

真

。

副

島

会

長

か

ら

は

助

成

金

に

対

す

る

お

礼

と

、

ス

ラ

イ

ド

を

用

い

て

日

ご

ろ

の

活

動

内

容

が

紹

介

さ

れ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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